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○光市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成２９年３月３１日 

告示第９１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

（以下「総合事業」という。）の実施について、法、介護保険法施行規則（平

成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、地域支援事業の実施

について（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長

通知）別紙の地域支援事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）その他の

法令等に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示における用語の意義は、法、省令及び実施要綱の例による。 

（事業の内容） 

第３条 市が行う総合事業は、次に掲げる事業とする。 

(１) 介護予防・生活支援サービス事業 法第１１５条の４５第１項第１号

に規定する第１号事業であって、次に掲げる事業をいう。 

ア 訪問型サービス 法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１

号訪問事業であって、次に掲げる事業をいう。 

(ア) 総合事業訪問介護 地域における医療及び介護の総合的な確保を

推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８

３号）第５条の規定による改正前の法（以下「平成２６年改正前法」

という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護（以下「旧

介護予防訪問介護」という。）に相当するサービスをいう。 

(イ) 訪問型サービスA 旧介護予防訪問介護に係る基準よりも緩和し

た基準によるサービスをいう。 

イ 通所型サービス 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１
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号通所事業であって、次に掲げる事業をいう。 

(ア) 総合事業通所介護 平成２６年改正前法第８条の２第７項に規定

する介護予防通所介護（以下「旧介護予防通所介護」という。）に相

当するサービスをいう。 

(イ) 通所型サービスA 旧介護予防通所介護に係る基準よりも緩和し

た基準によるサービスであって、次に掲げるものをいう。 

a 通所型サービスA―１ 通所型サービスAのうち、第４条第１号に規

定する方法により提供されるサービスをいう。 

(ウ) 通所型サービスC 保健・医療の専門職により提供される支援で、

短期間において行われるものをいう。 

ウ 介護予防ケアマネジメント 法第１１５条の４５第１項第１号ニに規

定する第１号介護予防支援事業であって、ケアマネジメントA（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援に相当するケアマネジメントをい

う。）をいう。 

(２) 一般介護予防事業 法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業

であって、次に掲げる事業をいう。 

ア 介護予防把握事業 省令第１４０条の６４第２号イに掲げる事業をい

う。 

イ 介護予防普及啓発事業 省令第１４０条の６４第２号ロに掲げる事業

をいう。 

ウ 地域介護予防活動支援事業 省令第１４０条の６４第２号ハに掲げる

事業をいう。 

エ 一般介護予防事業評価事業 省令第１４０条の６４第２号ニに掲げる

事業をいう。 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 省令第１４０条の６４第２号

ホに掲げる事業をいう。 

（事業の実施方法） 
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第４条 前条に規定する事業の実施方法は、市が直接実施するもののほか、次

に掲げる方法により実施するものとする。 

(１) 法第１１５条の４５の３第１項の規定に基づく指定事業者による実施 

(２) 法第１１５条の４７第５項の規定に基づく省令第１４０条の６９に定

める基準に適合する者に対する委託による実施 

(３) 法第１１５条の４７第６項の規定に基づく省令第１４０条の７１に定

める者に対する委託による実施 

(４) 省令第１４０条の６２の３第１項第２号の規定に基づく補助による実

施 

（事業の対象者） 

第５条 介護予防・生活支援サービス事業の対象者は、次のいずれかに掲げる

者とする。 

(１) 居宅要支援被保険者 

(２) 省令第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る基準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号。以下この号において「基

準告示」という。）様式第１（以下「基本チェックリスト」という。）の

質問項目に対する回答の結果に基づき、基準告示様式第２に掲げるいずれ

かの基準に該当する第１号被保険者（以下「事業対象者」という。） 

(３) 第３条第１号に掲げる第１号事業（前条第４号に掲げる実施方法によ

るものに限る。以下この号において同じ。）のサービスを受けていた居宅

要介護被保険者のうち、省令第１４０条の６２の４第３号に規定する要介

護認定によるサービスを受けた日以後も継続的に第１号事業のサービスを

受けるもの 

２ 一般介護予防事業の対象者は、第１号被保険者及びその支援のための活動

に関わる者とする。 

（事業対象者要件の確認） 

第６条 事業対象者として介護予防・生活支援サービス事業の利用を希望する
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者は、基本チェックリスト及び介護保険被保険者証を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による提出があったときは、事業対象者に該当するか

否かの確認を行うものとする。 

（事業対象者としての有効期間） 

第７条 事業対象者として適用を受けた者については、介護予防・生活支援サ

ービス事業の利用における有効期間を定めないものとする。 

２ 前項の場合において、市長は、利用の必要性及び継続性を判断するため、

基本チェックリストの実施日から１年の経過を目安に、基本チェックリスト

を実施し、当該事業対象者の心身状態等の変化を適切に把握するものとする。 

（介護予防・生活支援サービス事業に要する費用の額） 

第８条 介護予防・生活支援サービス事業のうち、訪問型サービス及び通所型

サービスに要する費用の額は、別表の左欄に掲げるサービスの種類に応じ、

同表の中欄に定める単位数に、次条に規定する１単位の単価を乗じて算定す

るものとする。この場合において、算定した額に１円未満の端数を生じたと

きは、これを切り捨てる。 

（１単位の単価） 

第９条 費用の額の算定に要する１単位の単価は、１０円に厚生労働大臣が定

める１単位の単価（平成２７年厚生労働省告示第９３号）に規定する光市の

該当する地域区分における介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の割合を

乗じて得た額とする。 

（第１号事業支給費の額） 

第１０条 訪問型サービス及び通所型サービスのうち、第４条第１号の規定に

より指定事業者により実施する事業（以下「指定事業者が行う事業」という。）

に係る第１号事業支給費の額は、第８条の規定により算定した費用の額に、

１００分の９０（法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上の所

得を有する者にあっては１００分の８０、同条第２項に規定する政令で定め
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る額以上の所得を有する者にあっては１００分の７０）を乗じて得た額とす

る。 

（第１号事業支給費の支給限度額） 

第１１条 居宅要支援被保険者の第１号事業支給費の支給限度額は、居宅介護

サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基

準額（平成１２年厚生省告示第３３号。次項において「支給限度額告示」と

いう。）第２号に定める介護予防サービス費等区分支給限度基準額の１００

分の９０（法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上の所得を有

する者にあっては１００分の８０、同条第２項に規定する政令で定める額以

上の所得を有する者にあっては１００分の７０）に相当する額を超えること

ができない。 

２ 事業対象者の第１号事業支給費の支給限度額は、支給限度額告示第２号イ

に定める単位数により算定するものとする。ただし、市長が必要と認めた場

合は、同号ロに定める単位数により算定することができる。 

（利用料等） 

第１２条 訪問型サービス及び通所型サービスの利用者の利用料は、当該サー

ビスに係る費用から第１０条の第１号事業支給費の額を差し引いた額とし、

当該利用者が当該サービスを提供した指定事業者又は第４条第２号に規定す

る委託により事業を実施する者に直接支払うものとする。 

２ 総合事業を実施した際に生じた食費、原材料費等の実費は、利用者の負担

とし、当該利用者が当該総合事業を実施した者に直接支払うものとする。 

（高額介護予防サービス費等相当額の支給） 

第１３条 市長は、指定事業者が行う事業について、法第６１条第１項の高額

介護予防サービス費及び法第６１条の２第１項の高額医療合算介護予防サー

ビス費に相当する額を支給するものとする。 

２ 法第６１条第２項及び第６１条の２第２項の規定は、前項の支給について

準用する。 
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（指定事業者の指定） 

第１４条 市長は、法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定事業者の

指定の申請を受けたときは、法第１１５条の４５の５第２項の規定により適

否の審査をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により審査した結果、指定事業者の指定を行うときは、

その旨を通知するものとする。 

３ 前項の規定により指定を受けた事業者は、前項の通知を当該申請に係る事

業所の見やすい場所に標示するものとする。 

（指定事業者の指定に係る有効期間） 

第１５条 前条の規定による指定事業者の指定の有効期間は、当該指定の日の

翌日から起算して６年間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１号訪問事業と法第８条第２項に規定する訪

問介護を、又は第１号通所事業と法第８条第７項に規定する通所介護（法第

８条１７項に規定する地域密着型通所介護を含む。以下同じ。）を一体的に

運営（同一法人が同一建物内において一体的に運営している場合をいう。）

している指定事業者の指定期間は、当該訪問介護又は通所介護の指定の有効

期間とすることができるものとする。 

（指定の更新） 

第１６条 市長は、法第１１５条の４５の６第４項において準用する法第１１

５条の４５の５第１項の規定による指定事業者の指定の更新の申請を受けた

ときは、法第１１５条の４５の６第４項において準用する法第１１５条の４

５の５第２項の規定により適否の審査をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により審査した結果、指定事業者の指定を行うときは、

その旨を通知するものとする。 

３ 前項の規定により指定を受けた事業者は、前項の通知を当該申請に係る事

業所の見やすい場所に標示するものとする。 

（指定の拒否） 
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第１７条 第１４条に規定する指定事業者の指定を行うことにより、光市介護

保険事業計画に定める地域支援事業に係る計画量を超過する場合その他の市

における地域支援事業の円滑かつ適切な実施に際し支障が生じると認められ

る場合においては、当該事業者の指定をしないことができる。 

（変更の届出等） 

第１８条 省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による変更の届出は、

その変更があった日から１０日以内に行わなければならない。 

２ 省令第１４０条の６２の３第２項第５号の規定による事業の再開の届出は、

その再開があった日から１０日以内に行わなければならない。 

（事業者情報の公表及び提供） 

第１９条 市長は、第１４条、第１６条及び前条の規定による指定又は届出の

受理並びに省令第１４０条の６２の３第２項第６号の規定による事業の廃止

又は休止の届出の受理（以下この条において「指定等」という。）をしたと

きは、当該指定等に係る事業者に関する情報のうち、次に掲げる事項を公表

するとともに、山口県、国民健康保険団体連合会その他の機関にこれを提供

することができる。 

(１) 事業所の名称及び所在地 

(２) 当該事業所の指定等に係る申請者の名称及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名及び住所 

(３) 指定等の年月日 

(４) 事業開始年月日 

(５) サービスの種類 

(６) 介護保険事業所番号 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が適当と認める情報 

（その他） 

第２０条 この告示に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、

別に定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

（令和３年４月１日から令和３年９月３０日までの介護予防・生活支援サー

ビス事業に要する費用の額の特例） 

２ 令和３年４月１日から令和３年９月３０日までの間における訪問型サービ

ス及び通所型サービス（通所型サービスCを除く。）に要する費用の額は、第

８条の規定にかかわらず、別表の中欄に定める単位数に１，０００分の１，

００１を乗じて小数点以下を四捨五入した単位数に、第９条に規定する１単

位の単価を乗じて算定するものとする。この場合において、算定した額に１

円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

附 則（平成３０年告示第１３３号） 

この告示は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則（平成３０年告示第１４１号） 

この告示は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則（令和元年告示第６４号） 

この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第４９号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年告示第１１８号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第８条関係） 

サービスの種類 単位数 対象・条件等 

訪問

型サ

ービ

総合事業訪問介護 １，１７６単位／月週１回程度の利用 

２，３４９単位／月週２回程度の利用 

３，７２７単位／月週３回以上の利用 
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ス 訪問型サービスA １８７単位／回 

通所

型サ

ービ

ス 

総合事業通所介護 １，７９８単位／月週１回程度の利用（事業

対象者・要支援１） 

１，８１０単位／月週１回程度の利用（要支

援２） 

３，６２１単位／月週２回程度の利用（事業

対象者・要支援２） 

通所型サービスA―１ １，２５９単位／月週１回の利用 

２，５３５単位／月週２回の利用 

通所型サービスC ４３０単位／回運動器機能向上 

４９０単位／回運動器機能向上及び栄

養改善又は口腔機能向

上 

５４０単位／回運動器機能向上、栄養改

善及び口腔機能向上 

２２５単位改善加算（サービスの提

供終了時に運動器機能

等の改善が認められる

場合） 

備考 総合事業訪問介護及び総合事業通所介護に要する費用の加算及び減算

の額については、省令第１４０条の６３の２第１項第１号の厚生労働大臣

が定める基準により定められた加算及び減算に係る単位数に、第９条に規

定する１単位の単価を乗じて算定したものとする。この場合において、算

定した額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 


